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（図１）死亡災害の推移 

（表１）業種別死亡災害発生状況 

―令和７年 労働災害発生状況― 

１ 死亡災害について 

(1) 令和７年（令和７年１月から 12 月まで）の労働災害での死亡者数は 21 人で、前年と比較

して１人増となりました（図１）。 

 

 

(2) 業種別にみると、製造業及び建設業が６人(28.6%)と最も多く、次いで、商業が４人（19.0％）

となっています（表１）。 
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（図２）事故型別死亡災害発生の割合 

（表２）事故型別死亡災害発生状況 

(3)  事故の型別にみると「はさまれ・巻き込まれ」及び「交通事故（道路）」でそれぞれ５人、

「墜落・転落」及び「高温・低温物との接触」でそれぞれ３人、「崩壊・倒壊」及び「激突さ

れ」でそれぞれ２人などとなっています（表２、図２）。 

 

事故の型別 令和７年 令和６年 前年比（人） 

墜落・転落 ３ ５ －２ 

飛来・落下 ０ ２ －２ 

崩壊・倒壊 ２ １ ＋１ 

激突され ２ １ ＋１ 

はさまれ・巻き込まれ ５ ４ ＋１ 

  おぼれ ０ ３ －３ 

高温・低温物との接触 ３ ０ ＋３ 

交通事故(道路) ５ ２ ＋３ 

その他 １ ２ －１ 

合 計 ２１ ２０ ＋１ 
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（表３）年齢別死亡災害発生状況 

（図３）年齢別死亡災害発生の割合 

(4) 年齢別にみると、40歳～49歳が７人、60歳以上が５人、50歳～59歳が４人、30歳～

39歳が３人、20歳～29歳が２人となっています（表３、図３）。 

 

 

年齢別 令和７年 令和６年 前年比（人） 

～19歳 ０ ０ ±０ 

20歳～29歳 ２ ２ ±０ 

30歳～39歳 ３ １ ＋２ 

40歳～49歳 ７ ２ ＋５ 

50歳～59歳 ４ ７ －３ 

60歳～ ５ ８ －３ 

合 計 ２１ ２０ ＋１ 

 

 

60歳～

23.8%

50歳～59歳
19.0%

40歳～49歳
33.3%

30歳～39歳
14.3%

20歳～29歳
9.5%

令和７年 21人



 

 

 

２ 令和７年における休業４日以上の死傷災害発生状況 

（1） 令和７年（令和７年１月から 12月まで）の労働災害による休業４日以上の死傷者数は

2,663人で、前年と比較して 35人(1.3%）の増加となりました（図４）。 

（2） 業種別にみると、その他の事業（第三次産業等）が 1,247人（46.8%）と最も多くを占め、

次いで、製造業が 676人（25.4%）、建設業が 361人（13.6%)、道路貨物運送業が 255.人

（9.6%）となっています（図４）。  
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（表４）主な事故型別死傷災害発生状況 

（図５）事故型別死傷災害発生の割合 

（３）事故の型別にみると、「転倒」の 754人が最も多く全体の 28.3%を占めています。 

次いで「墜落・転落」が 441人（16.6％）、「動作の反動・無理な動作」が 386人（14.5%）、 

「はさまれ・巻き込まれ」が 309人（11.6％）、となっています（表４、図５）。 

 

 令和７年 令和６年 前年比（人） 

全産業 ２，６６３ ２，６２８ ＋３５ 
 

事 故 の 型 別 令和７年 令和６年 前年比（人） 

転倒 ７５４ ７０６ ＋４８ 

墜落・転落 ４４１ ３９０ ＋５１ 

動作の反動・無理な動作 ３８６ ４１５ －２９ 

はさまれ・巻き込まれ ３０９ ３３３ －２４ 

切れ・こすれ １７１ １７６ －５ 

交通事故（道路） １０１ ８０ ＋２１ 

飛来・落下 ９１ １０７ －１６ 

高温・低温物との接触 ９１ ５９ ＋３２ 

その他 ３１９ ３６２ －４３ 
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（表５）年齢別死傷災害発生状況 

（図６）年齢別死傷災害発生の割合 

（４） 年齢別にみると、60歳以上が 850人と最も多く 31.9％を占め、次いで 50歳～59歳が

715人で 26.8％を占めています。 

また。60歳未満の災害は減少に転じましたが、60歳以上の災害は増加しています 

（表５、図６）。 

 

 

年齢別 令和７年 令和６年 前年比（人） 

～19歳 ２９ ２７ ＋２ 

20歳～29歳 ２５９ ２８５ －２６ 

30歳～39歳 ３３４ ３０９ ＋２５ 

40歳～49歳 ４７６ ４８１ －５ 

50歳～59歳 ７１５ ７５４ －３９ 

60歳～ ８５０ ７７２ ＋７８ 

合 計 ２,６６３ ２，６２８ ＋３５ 
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（表６）高年齢労働者の業種別の死傷災害発生状況 
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（図７）高年齢労働者の業種別の死傷災害発生の割合 

（表７）高年齢労働者の事故の型別の死傷災害発生状況 

（５） 高年齢労働者（60歳以上）の死傷者数は 850人と前年に比べ 78人増加しました。 

新潟労働局においては、初めて全死傷者数の３割以上を占める結果となりました 

（表６、７、図７、８、９）。 

 

 令和７年 令和６年 前年比（人） 

製造業 １６０ １６１ －１ 

商業 １５７ １３１ ＋２６ 

社会福祉施設 １１０  ７９ ＋３１ 

建設業 ９６ １１７ －２１ 

その他 ３２７ ２８４ ＋４３ 

合 計 ８５０ ７７２ ＋７８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

事故の型別 令和７年 令和６年 前年比（人） 

転倒 ３６８ ３０６ ＋６２ 

墜落・転落 １５３ １１５ ＋３８ 

動作の反動・無理な動作 ７５ ８１ －６ 

はさまれ・巻き込まれ ７０ ８２ －１２ 

切れ・こすれ ３７ ３１ ＋６ 

交通事故（道路） ２８ １７ ＋１１ 

その他 １１９ １４０ －２１ 

合 計 ８５０ ７７２ ＋７８ 



 

 

 

（図９）高年齢労働者（60歳以上）の死傷者数の推移 
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（図８）高年齢労働者の事故の型別の死傷災害発生の割合   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：（人） 
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（表８）外国人労働者の業種別の死傷災害発生状況 
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（図 10）外国人労働者の業種別の死傷災害発生の割合 

（表９）外国人労働者の事故の型別の死傷災害発生状況 

（６）外国人労働者の休業４日以上の死傷災害発生状況 

    外国人労働者の死傷者数は 77人と前年に比べ 17人増加しました。 

 

 令和７年 令和６年 前年比（人） 

製造業 ４２ ３１ ＋１１ 

建設業 １７ １２ ＋５ 

商業  ５  ９ －４ 

社会福祉施設  ５  ３ ＋２ 

その他  ８  ５ ＋３ 

合 計 ７７ ６０ ＋１７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事故の型別 令和７年 令和６年 前年比（人） 

はさまれ・巻き込まれ ２１ １３ ＋８ 

転倒 １３ ８ ＋５ 

墜落・転落 ８ ７ ＋１ 

動作の反動・無理な動作 ８ ６ ＋２ 

切れ・こすれ ７ １３ －６ 

飛来・落下 ７ ６ ＋１ 

その他 １３ ７ ＋６ 

合 計 ７７ ６０ ＋１７ 
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（図 11）外国人労働者の事故の型別の死傷災害発生の割合  
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